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モロッコ経済日誌 ２０１４年１２月

在モロッコ日本大使館経済班

Ｉ．国内経済

１． 指標等

①腐敗認識指数1

３日，Transparency Internationalは，２０１４年腐敗認識指数を発表。１７５か国中モロッコは８

０位，１００点満点中３９点（前年には９１位，３７点）。上位はデンマーク，ニュージーランド，フィ

ンランドの順，最下位はソマリアと北朝鮮。前年より改善したものの，モロッコは中東・北アフリカ

地域の８か国（ア首連，カタール，サウジ，チュニジア等）よりも評価が低い。

②２０１４年の経済成長率予想2

１６日，モロッコ中央銀行は，２０１４年の経済成長率が２．５％，２０１５年には４．４％との予測

を発表。非農業部門の再活性化と農業部門の付加価値増大がその要因。

③２０１４年のインフレ率予想3

１６日，モロッコ中央銀行は，２０１４年のインフレ率が０．４％，２０１５年には１．２％との予測

を発表。２０１４年７月からの法定最低賃金（SMIG）の上昇，２０１５年７月からの同賃金再上昇，

電気・水道料金の値上げ，石油製品価格予想等に基づき算出。

④政策金利引き下げ4

１６日，モロッコ中央銀行は，政策金利を２．５％に引き下げることを決定。２０１４年９月にも政策

金利を２．７５％に引き下げている。

⑤資金の国外流出5

アメリカの NGO である Global Financial Integrity（GFI）の調査によると，２００３年～２０１２年

にモロッコから違法に国外に流出した資金は年平均１０億米ドル，モロッコへの海外直接投資

額の３分の１相当。２０１２年には「アラブの春」の影響を受け増加した。違法に得た資金を海外

に流出させた場合（汚職，麻薬取引等），非合法な海外送金や貿易による収入が該当。発展途

上国１４５か国中モロッコはワースト５９位。

                                               
1 エコノミスト紙（12 月 4 日），Les Eco 紙（12 月 4 日）
2 エコノマップ（12 月 17 日）
3 エコノマップ（12 月 17 日）
4 エコノマップ（12 月 17 日）
5 Les Eco 紙（12 月 22 日）
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２． 建設・公共事業・インフラ等

３． 農業・漁業

①大雨の農業へのインパクト6

３日，農業・海洋漁業省が発表したコミュニケによると，１１月から１２月にかけての大雨により，

２０１４年～２０１５年の収穫の好調が見込まれる。平均降雨量累計が１２月２日６時時点で１８６．

４㎜に達した（前年同期の７７．１㎜より１４２％増，平均的降雨量１０５．８㎜／年よりも７６％増）。

４． 産業

①中国企業との協力によるセメント製造工場建設7

１１月２８日，北京にて開催された第一回モロッコ・中国経済フォーラムにおいて，モロッコの

Atlantic Ciment 社と中国の CDI-SINOMA グループがセタットにセメント工場（２２０万トン／年）

を建設するための合意覚書に調印。総工費３０億 DH。２０１５年第一四半期に着工し，２０１８年

１月に操業開始の予定。

②モロッコの航空産業8

２日～４日，フランスのトゥールーズにて，第１０回 Aéromart Toulouse（航空・宇宙産業分野

の国際見本市）に，モロッコより６社が参加（Lexis，NTS Maghreb，UMPM 等）。モロッコが国際

的な航空産業見本市に参加するのは初めて。同見本市には４５か国から２３００社以上が参加。

モロッコの航空産業部門における２００２年～２０１３年までの投資総額は２７億 DH。２０１３年に

は約６０社，取引総額は約６０億 DH，被雇用者数は７千人以上，年２５％成長。

③モロッコ王立航空による航空機レンタル9

モロッコ王立航空はブラジルの航空機Embraer E190４機を，最大８年間レンタルする（６年で

返却可能，購入はできない）。同機は短・中距離用（飛行時間５時間）で，モロッコとヨーロッパ

及び西アフリカを結ぶ便に使用できる。モロッコ王立航空が運航する航空機の数は５２機となっ

た。

５． エネルギー・電気・水

①中国企業の太陽エネルギー発電設備製造10

                                               
6 エコノマップ（12 月 4 日）
7 Les Eco 紙（12 月 2 日）
8 エコノマップ（12 月 3 日），Les Eco 紙（12 月 3 日）
9 エコノミスト紙（12 月 18 日）
10 Les Eco 紙（12 月 5 日）
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１１月２８日，北京にて，第一回モロッコ・中国経済フォーラムが開催され，モロッコ・エネルギ

ー投資会社（SIE）と中国の Ming Yang New Energy Invest Holding グループが，モロッコに太陽

エネルギー発電設備製造工場を建設することで合意。製品はモロッコ内外に出荷される。

②Tarfaya の風力発電所11

８日，フランスの GDF Suez とモロッコの Nareva Holding が運営する Tarfaya（大西洋岸）の風

力発電所が全容量の稼働を開始した。同発電所は８９００ヘクタールに１３１の風力発電機を有

し，３０１MW（１５０万世帯が消費する量）を生産する。総工費４５０百万ユーロ。アフリカで１番の

風力発電量となる（これまではエチオピアの Ashegoda 風力発電所が最高の１２０MW を発電）。

③「液化天然ガス（LNG）開発国家計画」12

１６日，アマラ エネルギー・鉱山・水利・環境大臣は，「液化天然ガス（LNG）開発国家計画」

を発表。ガスタービン複合サイクル発電施設（CCGT），LNG 貯蔵ターミナル，貯蔵ターミナル港

湾整備，パイプラインの建設を含む。２０２５年までに総工費４６億米ドルを投資し，エネルギー

源に占める天然ガスの割合を現在の１６％から３１％にする。

④ワルザザート太陽エネルギー計画13

９日，モロッコ太陽エネルギー庁（MASEN）は，ワルザザート第２及び第３フェーズの IPP 事

業者として，ACWA（サウジ）と SENER（スペイン）からなるコンソーシアムが選定されたことを発

表。１９日，複数のドナー（世銀，アフリカ開発銀行，欧州投資銀行，フランス開発庁，ドイツ復

興金融公庫，EU）による融資契約（総額約１７億 DH）が締結された。

⑤Abdelmoumen 揚水発電計画14

１９日，モロッコ電力・水道公社（ONEE）は，Abdelmoumen 揚水発電所建設計画の事前審査

結果を発表した。東芝と大宇建設によるコンソーシアム，フランスの Vinci Construction Grands 

Projets SAS がドイツ及びオーストリアの企業を率いるコンソーシアム，複数の中国企業も選定さ

れた。

６． その他

①モロッコ・テレコムとＦＣバルセロナのパートナーシップ契約15

                                               
11 AFP 通信（12 月 12 日）他
12 Les Eco 紙（12 月 16 日，17 日）他
13 エコノマップ（12 月 22 日）他
14 エコノミスト紙（12 月 23 日）
15 Les Eco 紙（12 月 5 日）
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モロッコ・テレコムと FC バルセロナが５年間のパートナーシップ契約に調印。モロッコ・テレコ

ムはバルサのイメージの使用権を得た他，顧客はバルセロナでのバルサの試合観戦の優遇措

置を受けることができる。

②２０１５年の雇用創出16

モロッコ雇用促進庁（ANAPEC）の調査によると，２０１４年～２０１５年における雇用創出数

（モロッコ全国の企業が創出を希望する数で，実際に創出できるかは別問題）は１０万３３６５件

（２０１３年～２０１４年には８０４９４件）。うち４０％は IT／オフショアリング関連，自動車産業，航

空産業。観光・飲食業は７９２８件，食品加工業は６２５５件，教育部門は６４２８件。これまで雇用

を創出してきた繊維産業や建設業は減少傾向。

③フランス人観光客の減少17

フランス旅行代理店業組合（SETO）の報告書によると，２０１３年１１月～２０１４年１０月まで

に旅行代理店を通じた海外旅行の行き先としてモロッコが第一位（次いでスペイン，ギリシャの

順）。モロッコを訪問した観光客数は３１万２７８２人，前年同期より１２％減。同組合では，「アラ

ブの春」や「イスラム国」の影響を減少の理由に挙げている（チュニジアでは２２％減，トルコでは

１５％減）。ただし旅行代理店の利用自体が減少傾向。

④違法流出資金の合法化措置18

２６日，モロッコ政府は，２０１４年予算法の枠組みによる，罰金を支払うことによりモロッコ人

が海外に非合法的に流出させた資産の非合法性を無効とする措置により，１２０億 DH の国庫

収入を得たと発表。政府予想額（５０億 DH）を２倍以上上回る結果となった。本措置は１２月３１

日に終了。

                                               
16 エコノミスト紙（12 月 5 日）
17 エコノミスト紙（12 月 11 日）
18 AFP 通信（12 月 26 日）他



モロッコ経済日誌 ２０１４年１２月

5

ＩＩ．諸外国等との関係

1. 外国政府との関係

①メキシコ貿易投資促進機関（Promexico）事務所開設19

１１月２７日，カサブランカにて，メキシコ貿易投資促進機関（Promexioco）事務所の開所式

が行われ，ブーアイダ外務・協力大臣付特命大臣，イカサ墨外務・協力副大臣及びゴンサレス

墨貿易促進・投資特命大臣が出席。同事務所がアフリカ第１号。

②モロッコ産業・商業財産庁（OMPIC）のポルトガルとの協力協定20

リスボンにて，モロッコ産業・商業財産庁（OMPIC）とポルトガル産業財産庁（INPI）が，協力

協定に調印。両国の産業財産管理システム及びその手続きの改善，両庁が公布する各種決定

のクオリティ強化，偽造品対策措置強化，ネット上サービスや特許審査の経験共有，アフリカの

フランス語圏及びポルトガル語圏における人材養成において協力する。

③産業財産分野の協力21

１０日，ラバトにて，アガディール協定メンバー各国（モロッコ，エジプト，ヨルダン，チュニジア）

の産業財産管轄当局間の合意覚書が調印された。産業財産権の行使と保護を強化するため，

各国の経験と手法を共有するもの。アガディール協定メンバー国の協力の枠組みにおいて，欧

州特許庁（EPO），世界知的所有権機関（WIPO）及びモロッコ産業・商業財産庁（OMPIC）の支

援を受け，アラブ諸国における初めての特許情報提供サイト（www.arabpat.com）の開設も発表

された。

④JETRO ラバト事務所開設22

１８日，ラバトにて，JETROラバト事務所開設記念式典が開催され，石毛JETRO理事長及び

エル・アラミ商工業・投資・デジタル経済大臣等が出席。本事務所は JETRO の第５７か国目，７

６か所目の事務所であり，アフリカでは６か所目。JETRO，モロッコ投資促進庁（AMDI）及びモロ

ッコ輸出促進庁（Maroc Export）が協力のための合意覚書に調印。

２. 経済協力

①アフリカ開発銀行によるエネルギー部門支援23

３日，アビジャンにて，アフリカ開発銀行理事会は，ワルザザートの太陽エネルギー発電プロ

ジェクトの第二フェーズに対する２つの借款（総額１７６百万ユーロ）を承認。１つ目の借款（１億

                                               
19 エコノマップ（12 月 1 日），エコノミスト紙（12 月 3 日）
20 エコノマップ（12 月 9 日）
21 エコノマップ（12 月 11 日）
22 エコノマップ（12 月 22 日）
23 Les Eco 紙（12 月 5 日）
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ユーロ）は同行の資金より，２つ目の借款（１１９百万米ドル）はクリーンテクノロジー基金（CTF：

気候投資基金（CIF）の一環）経由で提供される。

②ドイツの人材育成協力24

４日，ラバトにて，ドイツ国際協力庁（GIZ）によるモロッコ公正取引委員会の支援プログラムの開

始が宣言された。同プログラムは，公正取引委員会の人材の能力強化を目的とし，取引の公正

性に関する調査及び年次報告書作成や汚職防止措置について学ぶセミナー等を実施する。

③インドの IT 分野協力

１０日，ラバトにて，エル・アラミ商工業・投資・デジタル経済大臣とWadhwaインド対外担当省

次官は，モロッコに先端情報処理技術センター（CETI）を設置する合意覚書に調印。インドの

IT 技術をモロッコに移転し，人材育成とモロッコ人学生の雇用状況の改善を目指す。同センタ

ーはカサブランカのテクノパークに設置され，毎年５００名の研修生を受け入れる。

④EU との各種協定25

１２日，ブーサイド経済・財政大臣とハン EU 近隣諸国政策・拡大担当委員は，教育，再生可

能エネルギー，行政改革分野への借款に合意（総額１．５億ユーロ以上）。内訳は，農村部児

童及び障害児の就学状況改善（１億ユーロ），ワルザザートの太陽エネルギー発電第２フェーズ

（４千万ユーロ），３つの風力発電所建設（１５百万ユーロ），行政改革支援（「Hakama」プログラ

ム，９百万ユーロ）。

⑤ドイツの資金協力26

１５日，ラバトにて，ブーサイド経済・財政大臣と Wenzel 駐モロッコ ドイツ大使が，太陽エネ

ルギー及び風力発電プロジェクト，水資源管理プロジェクト，淡水化プロジェクトに対する３つの

借款に合意（総額４４５６０万ユーロ）。主にワルザザートの太陽エネルギー発電計画の第２フェ

ーズに充てられる。

⑥アフリカ開発銀行の Attijariwafa Bank 支援27

１５日，アビジャンにて，アフリカ開発銀行はモロッコの Attijariwafa Bank への７３百万ユーロ

の借款を承認。７年間の複数通貨の融資枠として提供され，モロッコ国内とアフリカ諸国（借款

の６割）における同銀行の活動に充てられる。同銀行がアフリカに有する子会社やその他中小

企業のプロジェクト用資金としても利用される。

                                               
24 エコノマップ（12 月 8 日），Les Eco 紙（12 月 8 日）
25 AFP 通信（12 月 12 日）他
26 エコノマップ（12 月 16 日）
27 エコノマップ（12 月 18 日）他
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３. その他

①応用生物学分野の協力28

１１月２８日，ラバトにて，ダウディ高等教育・科学研究・幹部養成大臣とシャルレス仏

Dassault システム社代表が，応用生物学分野の協力協定に調印。アフリカ住民に多い疾病の

治療薬を開発するため，特に遺伝子関連分野で協力。フェズのヨーロッパ・地中海大学に遺伝

子工学研究所を創設する。同社はすでにモロッコの航空産業分野に進出している。

②医療分野の協力29

１１月２７日，モーリタニアのヌアクショットにて,アブデラジス モーリタニア大統領が，国立腫

瘍学センターにモロッコの協力により設立された放射線医療ユニットの開設式に参加。モロッコ

のサルマ王妃基金の癌防止・治療支援も受けた。セネガル，マリ，コートジボワールの患者も受

け入れる予定。同センターには毎日４０～５０人の患者が訪れる。

③「貿易資金調達のためのイスラム国際基金」のアガディール協定支援30

４日，ジェッダにて，イスラム開発銀行グループメンバーである「貿易資金調達のためのイス

ラム国際基金」とアガディール協定（加盟国はモロッコ，チュニジア，エジプト，ヨルダン）技術ユ

ニットが，合意覚書に調印。イスラム協力機構（OIC）メンバー国間の貿易促進を目指す。

④国連食糧農業機関の支援プログラム31

８日，ラバトにて，アラブ・マグレブ連合（AMU）と国連食糧農業機関（FAO）が，２０１４年～２

０１７年の地域プログラム枠組みに調印。対象国はリビア，チュニジア，アルジェリア，モロッコ，

モーリタニア。食糧の安全と天然資源（水資源，水産資源，森林，家畜）の持続可能な管理の

分野での協力強化を目指す。

⑤国連気候変動枠組条約締結国会議（COP）32

１日～１２日，リマにて，第２０回国連気候変動枠組条約締結国会議（COP）が開催され，エ

ル・ヒティ エネルギー・鉱山・水利・環境大臣付環境担当特命大臣が参加。２０１６年 COP 開催

国としてモロッコが立候補していることに言及し，支持を求めた。本立候補についてモロッコは

すでに EU，国連環境計画（UNEP）及び気候変動枠組条約（FCCC）事務局の支持を得てい

る。

                                               
28 エコノマップ（12 月 2 日）
29 エコノマップ（12 月 2 日）
30 エコノマップ（12 月 8 日）
31 エコノマップ（12 月 9 日）
32 ル・マタン紙（12 月 11 日）


